
令和７年度　最終予算

○ 一般会計　１，４３７億１，１０３万円

介護保険 183億501万円 電気事業 7,109万円

○ 特別会計　　４１９億８，８６３万円　

国民健康保険 193億1,213万円 後期高齢者医療 26億6,145万円
公設地方卸売
市場事業

3,741万円 整備墓地 2,409万円
工業用地造成
事業

15億7,745万円

市 の 財 政 状 況
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令和７年度歳入最終予算
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1億円

1,001万円

2億9,356万円
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令和７年度歳出最終予算(款別）

歳出

都城市公告第１４０号

都城市財政状況の公表に関する条例の定めるところにより、

令和７年１０月１日から令和８年３月３１日までの財政状況

を次のとおり公表します。

令和８年６月１日

都城市長 池田 宜永

市の予算は、「一般会計」「特別会計」「企業会計」の３つの会計からなっています。

一般会計・・・ 市が行う仕事の中心となる部分の会計です。

学校の校舎改修やごみの収集、福祉サービスの提供などさまざまな目的

に使われていて、市税などが主な財源となっています。

特別会計・・・ 特定の収入（保険料や使用料など）で、その仕事の支出を賄う会計です。

介護保険事業や国民健康保険事業などが、これに該当します。

企業会計・・・ その仕事自体に収益（使用料）があり、その収益で支出を賄う独立採算

制の会計で、水道事業などがこれに該当します。

【主な用語の説明】

○歳入

【自主財源】・・・地方公共団体が自主的に収入しうる財源

市税・・・・・個人・法人市民税、固定資産税、軽自動車税等

繰入金・・・・一般会計・特別会計・基金等の会計間でやりとりする資金

【依存財源】・・・国・県により定められた額を交付されたり、割り当てられたりする収入

国庫支出金・・特定目的事業の財源となる国の補助金等

地方交付税・・国税のうち所得税・法人税・酒税・消費税の一定割合及び地方法人税の全額を、

一定の基準により国が交付する税

○歳出（款）

総務費・・・・・選挙、戸籍、徴税、市庁舎管理等の経費

民生費・・・・・高齢者、障がい者、児童等の福祉全般の事業経費

商工費・・・・・商工業、観光振興等の経費

土木費・・・・・道路、公園整備、住宅管理等の経費

公債費・・・・・市債を返済するための経費

教育費・・・・・教育や文化財保護、スポーツ振興等の経費

農林水産業費・・農業振興、林業振興等の経費

衛生費・・・・・清掃、保健衛生等の経費

消防費・・・・・消防事務、消防団活動等の経費

災害復旧費・・・公共土木災害、農林土木災害等の事業経費

議会費・・・・・議会の活動等の経費

労働費・・・・・雇用促進等の経費

○歳出（性質）

扶助費・・生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等に基づき支給する経費

人件費・・議員の報酬、特別職・一般職員の給料・手当・共済費等

公債費・・市債を返済するための経費

補助費等・自動車重量税、負担金、補助金、国・県への返還金等

物件費・・物品購入、光熱水費等公共料金、使用料、旅費、交際費、委託料等

積立金・・一定の目的達成や財源不足に備えるための基金に積み立てる経費

繰出金・・一般会計・特別会計の会計間でやりとりする資金

普通建設事業費・・

道路、橋りょう、学校等の公共用又は公用施設の建設経費

災害復旧事業費・・

大雨、暴風、地震等の災害により被災した施設の復旧のための経費
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令和７年度歳出最終予算(性質別）

歳出

【義務的経費】

扶助費 318億2,206万円

人件費 151億7,908万円

公債費 69億2,411万円

【その他の行政経費】

物件費 281億5,890万円

積立金 249億8,708万円

補助費等 122億1,345万円

繰出金 54億5,745万円

① 出資金貸付金 20億231万円

② 維持補修費 2億6,013万円

② 予備費 1億円

【投資的経費】

普通建設事業費 163億1,290万円

③ 災害復旧事業費 2億9,356万円

②
①

③

自主財源
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令和７年度歳入最終予算

歳入

② ①

④

③

⑤⑥

【自主財源】

繰入金 267億8,122万円

寄附金 217億690万円

市税 208億7,404万円

① 諸収入 46億2,912万円

② 繰越金 15億6,427万円

③ 使用料及び手数料 14億8,602万円

③ 分担金及び負担金 6億4,295万円

③ 財産収入 2億3,849万円

【依存財源】

国庫支出金 226億3,218万円

地方交付税 195億1,390万円

県支出金 107億4,675万円

市債 68億7,820万円

④ 地方消費税交付金 42億6,700万円

⑤ 地方譲与税 10億4,542万円

⑥ 法人事業税交付金 2億8,996万円

⑥ 地方特例交付金 1億5,654万円

⑥ 環境性能割交付金 6,669万円

⑥ 配当割交付金 6,484万円

⑥ 株式等譲渡所得割交付金 4,566万円

⑥ 交通安全対策特別交付金 4,310万円

⑥ ゴルフ場利用税交付金 2,372万円

⑥ 国有提供施設等所在市町村助成交付金

1,125万円

⑥ 利子割交付金 281万円

令和７年度予算における
　民生費のうち高齢者一人当りの老人福祉費 143,655円　 市民一人当りの議会費 2,299円　

　衛生費のうち市民一人当りの清掃費 17,521円　 市民一人当りの消防費 23,158円　

　農林水産業費のうち農家１戸当りの農業費 1,044,629円　 市民一人当りの戸籍住民基本台帳費 5,450円　

　土木費のうち市民一人当りの道路橋りょう費 23,992円　 市税の市民一人当りの負担額 131,678円　

　土木費のうち市民一人当りの公園費 9,725円　 地方交付税の市民一人当りの交付額 123,098円　

　教育費のうち小学生一人当りの小学校費 270,693円　 市民一人当りの市債残高 424,492円　

　教育費のうち中学生一人当りの中学校費 275,642円　 市民一人当りの交付税措置後の市債実質負担額 13,385円　

　この算出に用いた人口等は、国勢調査に基づく令和8年4月1日現在の推計人口(158,523人）、令和8年4月1日現在の65歳以上の
住民基本台帳人口（51,867人）、2025世界農林業センサスの農家数(3,991戸）、令和8年5月1日現在の学校基本調査の児童数
(9,192人)、生徒数(4,703人）です。



令和８年度　当初予算

○ 一般会計　　１，０６２億６，０００万円　
（　対前年度当初予算比 0.3％増　）

現　　在　　高 交付税措置額 実質残高 ※令和８年３月31日現在で、令和７年度会計における一時借入金の利息返済はありません。

641億7,119万円 436億506万円 205億6,613万円

公設地方卸売市場事業 3億6,459万円 0万円 3億6,459万円

1,821万円 0万円 1,821万円

24億6,420万円 0万円 24億6,420万円

2億7,349万円 0万円 2億7,349万円

672億9,168万円 436億506万円 236億8,662万円

交付税措置額とは、市債現在高のうちその償還について、国が地方交付税に算入するとした額です。

○収入 ○支出
金　額 金　額

うち基本給（市税など） 　　生活・活動費（人件費・物件費など） 165 万円

うち諸手当（交付税など） 　　医療・子育て費用（扶助費） 103 万円

　　実家からの援助（国庫支出金など） 　　貯金（積立金） 80 万円

　　貯金からの取り崩し（繰入金） 　　家の増改築や車の購入など（投資的経費） 54 万円

　　ローンの借り入れ（市債） 　　子どもへの仕送り（補助費） 39 万円

　　昨年からの繰越金（繰越金） 　　ローン返済（公債費） 22 万円

463 万円

207 万円

※2019年全国家計構造調査（総務省統計局）における都道府県別の世帯年間収入（宮崎県）の４６３万１千円を基に算出

170 万円

86 万円

22 万円

5 万円

合　　計

108 万円

工業用地造成事業

電気事業特別会計

合　　　　　　　　　　　　計

令和７年度一般会計最終予算を年間４６３万円の収入のある家計におきかえると・・・

項　　目 項　　目

給与
176 万円

66 万円

整備墓地

会　　　　計　　　　名

一般会計

令和７年度末市債残高（決算見込み）

介護保険 182億8,686万円 電気事業 7,217万円

4,121万円 整備墓地 2,784万円
工業用地造成
事業

14億9,598万円

463 万円 合　　計

　　年度末貯金残高（全基金） 　　年度末ローン残高（起債残高）

○ 特別会計　　４１８億５，２３７万円　（　対前年度当初予算比　0.6％増　）

国民健康保険 190億5,202万円 後期高齢者医療 28億7,629万円
公設地方卸売市場
事業

一時借入金の状況
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令和８年度歳入当初予算
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1億円

5,908万円

3億7,014万円

4億2,412万円

23億939万円

32億5,927万円
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62億350万円

73億2,349万円

78億561万円
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令和８年度歳出当初予算(款別）

歳出
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14億9,399万円
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令和８年度歳入当初予算

義務的経費

534億7,441万円

50％

その他の行政経費

373億3,477万円
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令和８年度歳出当初予算(性質別)

歳出

【義務的経費】

扶助費 310億9,248万円

人件費 150億5,844万円

公債費 73億2,349万円

【その他の行政経費】

物件費 206億1,864万円

補助費等 85億7,031万円

繰出金 55億596万円

出資金貸付金 20億1,470万円

① 積立金 2億7,522万円

① 維持補修費 2億4,994万円

① 予備費 1億円

【投資的経費】

普通建設事業費 150億2,670万円

② 災害復旧事業費 4億2,412万円

①

②

歳入

【自主財源】

市税 215億7,228万円

繰入金 208億4,861万円

諸収入 32億5,746万円

① 使用料及び手数料 14億9,399万円

② 分担金及び負担金 6億5,159万円

② 財産収入 2億6,830万円

【依存財源】

国庫支出金 193億7,662万円

地方交付税 170億4,098万円

県支出金 94億6,865万円

市債 59億2,830万円

地方消費税交付金 45億5,148万円

③ 地方譲与税 10億3,598万円

③ 法人事業税交付金 3億円

③ 地方特例交付金 2億2,381万円

③ 配当割交付金 1億1,814万円

③ 株式等譲渡所得割交付金 5,473万円

③ 交通安全対策特別交付金 2,540万円

③ ゴルフ場利用税交付金 2,346万円

③ 国有提供施設等所在市町村助成交付金

1,139万円

③ 利子割交付金 883万円


